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The purpose of this paper is to clarify the cost-benefit of Business Improvement District (BID), intended to promote local 

economy and community. The BID of Flatiron District in New York City receives the levy ($0.1/sf annually) from commercial 

property owners. In order to verify the validity of levy, this paper uses the Hedonic Approach and calculates the rent gap inside 

BID and outside it. The results showed that the office rent inside BID is $0.9/sf (1.4%) higher than that of outside BID, and 

the retail rent exceeds that of outside BID by $1.0/sf (0.7%). On the other hand, the apartment rent gap is the larger than others 

and estimated to $234/unit (7.4%) in spite of paying only $0.1 per building. Therefore, further discussion is needed for setting 

the levy level for each building uses and how to keep the balance between cost and benefit of BID. 
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1. 背景と目的 

 米国では、清掃、警備、マーケティングなどのエリアマネジメ

ント活動を推進することを目的として、1974年にニューオリン

ズ市で初めてBusiness Improvement District（以下、「BID」とする）

が指定され、1,000を超える地区が全米に存在する 1)。BIDに指

定された地区内では、基礎自治体が固定資産税の徴収と併せて

BID の負担金を集めるため、エリアマネジメント活動のフリー

ライダーを防ぐことのできる効果的な仕組みとなっている 2)。全

米で最多となる73のBIDを有するニューヨーク市では、BIDに

対する市からの補助金は収入の 1％に過ぎず、収入の 79％が不

動産所有者からの負担金によって占められており、まさに地域

自立型のまちづくり組織といえる 3)。BID でエリアマネジメン

ト活動を展開する組織（以下、「BID組織」とする）は、地区内

の不動産所有者の同意を得られなければ、数年おきに行われる

再認可手続きにおいて廃止される恐れがある。そのためBID組

織では、エリアマネジメント活動の効果を不動産所有者に訴求

することに尽力している 4)。 

 BID 組織による活動の効果を初めて定量的に検証したのが

Ellen et al. (2007)である 5)。同研究では、ヘドニック回帰分析を用

いてニューヨーク市のBID内外の不動産の売買価格を比較し、

BID 内の売買価格の方が平均 15.7%高く売却できることを明ら

かにし、BID 内の不動産価格上昇が地区外にスピルオーバーし

ていないことを指摘した。またBrooks(2008)では、傾向スコアマ

ッチングと固定効果モデルを用いてロサンゼル市における BID

内外の犯罪件数の変化を検証し、BID 内の犯罪件数が 6〜10％

減少することを指摘した 6)。一方、Stacey (2014)では、ロジステ

ィク回帰分析を用いて小規模BID内外の店舗売上高の変化を検

証し、BID 内外の店舗売上高の差は見られなかったことから小

売業者にとってエリアマネジメント活動による効果が少ないこ

とを指摘した 7)。これらの研究のうち不動産所有者が直接的に享

受する利益を明らかにしたのはEllen et al.(2007)のみであるが、

売却収入（キャピタルゲイン）の増加分は売買によってのみ顕

在化するものである。しかし、BID の負担金は、地区内に存在

する不動産の床面積に基づいて毎年徴収されるものであるため、

BID 組織によるエリアマネジメント活動の費用対効果を見極め

るためには、賃料収入（インカムゲイン）の増加分が負担金を上

回るかを検証することが重要であり、不動産所有者に対して最

大のアピールポイントとなる。そこで本調査では、BID 内外の

商業不動産（オフィス、店舗、賃貸住宅）の賃料を比較すること

で、BID 内の賃料増加分が負担金を上回っているか否かを検証

することを目的とする。 

 

2. 分析対象地区の概要 

2-1 分析対象地区の選定理由 

ニューヨーク市には、タイムズスクエアやロウワーマンハッ

タンなどの年間予算 500万ドル以上を有する大規模 BID、ハー

レムやチャイナタウンなどの年間予算100〜500万ドルの中規模

BID、住宅地や中小商店街などを中心とした年間予算 100 万ド

ル未満の小規模BIDなどがある。そのなかでも本調査では、マ

ンハッタン区ミッドタウン南側に位置するフラットアイアン地

区を対象とした。選定理由は、第一に年間予算 291 万ドルの中

規模BIDであり、大規模BIDとは異なり地区内にはオフィスの

みならず店舗や住宅といった様々な用途が存在するからである。

第二に周辺に隣接するBIDが存在せず、BID内外の賃料の差分

を比較することに適しているからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 フラットアイアン地区BIDの位置と範囲 8） 

- 351 -



公益社団法人日本都市計画学会 都市計画報告集 No.16, 2018 年 2 月 
Reports of the City Planning Institute of Japan, No.16, February, 2018 

 

 

 

2-2 分析対象地区の市街地環境 

フラットアイアン地区は、マディソンスクエアパークを中心

にオフィス、店舗、住宅が混在するエリアである。北側にはエン

パイアステートビルなどの超高層オフィスビルや米国最古の百

貨店であるメイシーズなどの商業施設が集積しており、南側に

はグラマシーパークを中心に高級住宅街が広がっている。また、

西側にはレンガ造の倉庫や工場をリノベーションしたブティク

やレストランが集積し、近年では Google や Facebook などテッ

ク企業が相次いで立地しているチェルシー地区がある。公共交

通機関は、地下鉄3路線（N/R線、F/M線、6号線）の駅がマデ

ィソンスクエアパーク周辺に存在する。しかし、何れの路線も

急行電車は停車せず各路線の主要駅ではない。またニュージャ

ージー州からの通勤快速 PATHの駅も 23丁目 6番街にあるが、

乗降客数は他の駅と比較しても圧倒的に少ない 9)。このようにフ

ラットアイアン地区は、ニューヨーク市を代表する商業地や住

宅地に取り囲まれているため、不動産の賃料は周辺地区よりも

やや低く、ミドルクラスのエリアに位置付けられる。 

同地区の歴史は、現存する最古のオフィスビルであるフラッ

トアイアンビル（1902年竣工）があるように、ロウワーマンハ

ッタンからミッドタウンへと街の重心が移行を始めた 20 世紀

に市街地更新が大きく進んだ。しかし、20世紀中頃には再開発

の中心が 34 丁目周辺やグランドセントラル駅周辺に移動した

ため、フラットアイアン地区には超高層のオフィスビルが数棟

開発されただけで、10階建ての中高層のオフィスや住宅が集積

する地区となった。こうしたオフィスや住宅は、他地区の再開

発が進むにつれて次第に人気が低下していった。しかし、1990

年代に入ると、複数のベンチャー投資家がオフィスを開設した

ことで、中小のオフィスビルを改装して低額でベンチャー企業

に賃貸する動きが徐々に広まっていった。その結果、現在では

メディア、金融、不動産などのスタートアップ拠点に成長して

いる。そのため、近年では、オフィスや店舗の賃料は上昇傾向に

あり、新規の住宅開発も活発化している。図 2 に示したフラッ

トアイアン地区周辺の建物分布状況をみると、オフィスや店舗

が一様に分布しており、北東のレキシントン街や南東のグラマ

シーパークを中心に住宅が分布している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 フラットアイアン地区の建物分布(1) 

2-3 BID組織によるエリアマネジメント活動の取り組み 

フラットアイアン地区の BID 組織である Flatiron 23rd Street 

Partnershipは、こうしたベンチャー企業の流入が本格化してきた

2006年下期に設立された。BIDの範囲は、図2の黒破線で示し

たようにマディソンスクエアパークを中心に、21丁目から28丁

目と 3番街から 6番街に囲まれたエリアが指定された。図 3を

みると 2017年末時点、地区内には 335棟、延床面積2,953万 sf

の建物があり、75％はオフィス、12％は住宅、4％はホテル、2％

は店舗によって占められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 BID 内の用途別床面積割合(1) 

 

当初は、他のBID組織と同様に、ゴミの収集、除雪、落書き

の防止などの清掃活動、専門スタッフによる警備活動、地域情

報や空き店舗・オフィスをホームページやソーシャルメディア

で紹介するマーケティング活動を中心に活動していた。しかし、

2008年に市交通局によるプラザプログラム 10)によってブロード

ウェイと5番街の交差点に広場（Flatiron Plaza）を整備したこと

もあって、この空間を活用した各種イベントの企画運営やフラ

ットアイアン地区を紹介するツアーなどのイベント活動もマー

ケティング活動の一環として実施している。さらにフラワーポ

ットや街灯の設置、歩道の植樹帯の維持管理などの公共空間の

改善活動を合わせて展開している。BID組織の2017年度の収入

は291万ドルであり、そのうち76％が地区内不動産所有者から

の負担金収入である 11)。不動産所有者に対する年間負担金は、

オフィスと店舗は$0.1/sf、賃貸住宅は1棟あたり$0.1/sfとなって

おり、分譲住宅やホテルに支払義務はない 12)。なお、この負担

金は他の中規模 BIDと比較しても低い水準にある 2)。BIDの支

出内訳をみると、清掃活動に全体の 32%にあたる96万ドルが充

当されており、次いで公共空間の改善活動に68万ドル（22%）、

マーケティング活動に53万ドル（18%）が投じられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4  BIDの収入・支出内訳の推移 11) 

 

2016年に実施されたエリアマネジメント活動の満足度調査 13)

負担金

76%

非負担金

15%

補助金・委託金

9%

収入

清掃

32%

公共空間

改善

22%

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

18%

警備 13%

社会福祉 3%

その他

12%

支出

75%

12%

4%

2%
6%

オフィス

住宅

ホテル

店舗

その他

地下鉄駅 

- 352 -



公益社団法人日本都市計画学会 都市計画報告集 No.16, 2018 年 2 月 
Reports of the City Planning Institute of Japan, No.16, February, 2018 

 

 

 

によると、回答者（就業者、居住者、不動産所有者など）の89%

がエリアマネジメント活動に満足している。回答者は、エリア

マネジメント活動の中でも特に清掃や防犯、さらに公共空間改

善といった直接的に便益を実感できる分野を重要視しており、

こうした分野に多く予算を配分することで全体として高い満足

度が得られているものと考えられる。他に社会福祉の重要度も

高いのが特徴である。これは近年、マンハッタンを中心に住宅

賃料の高騰によるホームレスの増加が深刻化しており、彼らに

対するシェルターの確保や就業支援などの必要性が高まってい

ることが要因と考えられる。一方、3番目に多くの予算が配分さ

れているマーケティングは、近年の好景気による空室率の減少

もあって重要度はそれほど高くない。BID 組織では、マーケテ

ィングの一環として公共空間を活用したイベントなども積極的

に展開しているが、こうした地区内の特定箇所の活動は、便益

を実感する主体が限定的であり、今後より工夫が求められてい

るといえる分野であるといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5  エリアマネジメント活動の満足度 13) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6  エリアマネジメント活動に対する重要度 13) 

 

 

3. 分析データ及び手法の選定 

本調査ではBID組織によるエリアマネジメント活動の費用対

効果を検証するために、オフィス、店舗、賃貸住宅の賃料を用い

て地区内外の差を検証する。分析対象範囲は、フラットアイア

ン地区の中央に位置するマディソンスクエアパークから半径

500m（図2参照）の範囲内にある不動産のうち、狭小建物を除

いた548の不動産を対象とし、オフィス及び店舗はBID組織が

創設された2007年の前後10年間（1997年から2016年まで）に

募集されたもの、住宅はデータ制約から 2007年から 2016年の

間に募集されたものを対象とした。データの収集は、オフィス

及び店舗のデータは商業不動産データを提供する CoStar Group

のデータベースを利用し、賃貸住宅のデータはニューヨーク最

大の住宅情報サイトであるStreetEasyを用いた。なお、賃貸住宅

のデータには、分譲住宅における賃貸住戸も含まれている。 

まず初めに最も取引件数の多いオフィス賃料（1997 年から

2016年の20年間で1,783件）を用いて、BID内外の平均賃料の

推移を示したのが図 7 である。これをみると、時期によって賃

料差がプラス・マイナスに変動しており、地区内外で明確な賃

料差をみることが出来ない。これは、各年で取引されるオフィ

スの立地属性（駅距離や接道状況など）や物件属性（築年数や延

床面積など）の構成が異なることに起因すると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7 BID内外における平均賃料の推移 

 

そこでクラスター分析によって類似の立地属性と物件属性を

有した取引に分類し、最大のグループ（立地属性：駅距離0.1～

0.2 mile、主要街路への接続有、物件属性：築年数90～110年、

延床面積1～5万 sf、データ数304件）を抽出し、BID内外の平

均賃料の推移を示したのが図 8 である。これをみると、同じ立

地属性や物件属性を有するグループにおいても地区内外に明確

な賃料水準の差をみることが出来ない。これは、各オフィスの

募集賃料が立地属性や物件属性のみならず、募集階数や募集面

積にも影響を受けているからであると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図8 類似グループにおける平均賃料の推移 

 

 それでは、立地属性、物件属性、取引属性の全ての要素を考慮

し、さらにBID内外の影響を把握するためにヘドニック・アプ

ローチによる分析を実施する。ヘドニック・アプローチとは、

Rosen(1974)によって提案されたモデルであり、商品の価格を

様々な性能や機能といった属性の価値の集合体とみなし、回帰

分析を利用して商品価格を推定する方法である 14)。本調査では、

BID 組織による清掃、警備、マーケティングなどのエリアマネ

ジメント活動によって、BID 内外の賃料にどの程度の差が発生
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しているのかを計測することで、BID の影響を定量的に把握す

る。オフィスと店舗に関するデータは、被説明変数に募集年間

賃料単価（$/sf）を設定し、説明変数には立地属性として最寄り

駅までの距離（ml.）、マディソンスクエアパークまでの距離、主

要街路ダミー（23丁目、3番街、パーク街、ブロードウェイ、5

番街、6番街に面している建物）、物件属性として築年数、建物

延床面積、基準階床面積、大規模改修ダミー、取引属性として募

集階数、募集面積、募集時期ダミー、そしてBIDダミーを設定

した。一方、住宅に関するデータは、被説明変数には募集月額賃

料（$/unit）を設定し、説明変数には、オフィス及び店舗と同様

の立地属性データに加えて、物件属性として築年数、建物延床

面積、総戸数、大規模改修ダミー、取引属性として募集住戸の階

数、住戸面積、ベッドルーム数、バスルーム数、募集時期ダミー、

そしてBIDダミーを設定した。 

 

表1 オフィス賃料の分析に用いたデータの記述統計量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2 店舗賃料の分析に用いたデータの記述統計量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3 住宅賃料の分析に用いたデータの記述統計量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 分析結果 

4-1 オフィス 

本章では、前章で説明したヘドニック・アプローチによって

BID 内外の賃料差を求める。多重共線性を防ぐ目的で説明変数

間の相関係数を算出したところ、建物延床面積と基準階床面積

の相関係数が高かったため、建物延床面積を除外して、モデル

の推計を実施した。モデルの推計では、説明変数をステップワ

イズ法によって複数の関数形（線形、片側対数、両側対数、Box-

Cox変換）の下で取捨選択（BIDダミーは除く）して説明力が最

も高くなる関数形でモデルの推計を実施した。その結果が表 4

である。被説明変数には、募集年間賃料の対数値とし、説明変数

には主要街路ダミー、築年数、基準階床面積、募集階数、募集時

期ダミー、BID ダミーとした。このモデルの修正済み決定係数

は0.745と高く、説明変数における偏回帰係数の符号条件は当初

想定どおりであり、かつ統計的に有意であった。 

 

表4 オフィス賃料関数の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 9 に示した各説明変数の偏回帰係数をみると、被説明変数

が対数値であるため、偏回帰係数が被説明変数に与える程度を

示している。例えば、主要街路に接道している建物は賃料が

11.7％高くなり、築年数が 1年増加するごとに賃料は 0.1％低く

なることを意味している。この偏回帰係数の中でもエリアマネ

ジメント活動の影響をみるため作成した BIDダミーは 0.014で

あり、これはBID内の賃料は地区外よりも1.4％高いことを示し 

4.75×10-6

度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差

募集賃料単価（$/sf） 1,783 6.0 95.0 38.8 13.3

最寄駅距離（ml.） 1,783 0.00 0.70 0.15 0.06

ﾏﾃﾞｨｿﾝﾊﾟｰｸ距離（ml.） 1,783 0.10 0.70 0.25 0.12

主要街路ダミー 1,783 0 1 － －

築年数 1,783 42 139 104 13

建物延床面積（sf） 1,783 21,060 2,285,043 176,487 176,512

基準階床面積（sf） 1,783 2,064 77,108 10,604 7,451

大規模改修ダミー 1,783 0 1

募集階数 1,783 1 41 8 5

募集面積（sf） 1,783 138 296,753 6,124 14,733

募集時期ダミー 1,783 0 1 － －

ＢＩＤダミー 1,783 0 1 － －

被説明変数

立地
属性

物件
属性

取引
属性

説明
変数

度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差

募集賃料単価（$/sf） 161 13.5 1,000.0 109.7 106.5

最寄駅距離（ml.） 161 0.00 1.00 0.16 0.13

ﾏﾃﾞｨｿﾝﾊﾟｰｸ距離（ml.） 161 0.00 0.90 0.29 0.15

主要街路ダミー 161 0 1 － －

築年数 161 7 150 94 26

建物延床面積（sf） 161 1,850 1,383,190 105,960 223,271

大規模改修ダミー 161 0 1 － －

募集階数 161 1 7 2 1

募集面積（sf） 161 250 43,699 2,937 3,955

募集時期ダミー 161 0 1 － －

ＢＩＤダミー 161 0 1 － －

物件
属性説明

変数

被説明変数

立地
属性

取引
属性

度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差

募集賃料（$/unit） 5,946 1,950.0 20,750.0 4,577.8 1,461.3

最寄駅距離（ml.） 5,946 0.00 0.20 0.09 0.03

ﾏﾃﾞｨｿﾝﾊﾟｰｸ距離（ml.） 5,946 0.05 0.50 0.25 0.05

主要街路ダミー 5,946 0 1 － －

築年数 5,946 3 117 19 16

建物延床面積（sf） 5,946 5,100 588,356 399,507 104,135

総戸数 5,946 3 431 335 87

大規模改修ダミー 5,946 0 1

住戸階数 5,946 1 50 22 10

住戸面積（sf） 5,946 175 3,000 723 238

ベッド数 5,946 0 4 1 1

バスルーム数 5,946 1 4 1 0

募集時期ダミー 5,946 0 1 － －

ＢＩＤダミー 5,946 0 1 － －

取引
属性

被説明変数

説明
変数

立地
属性

物件
属性

修正済決定係数 0.745

偏回帰係数 標準誤差 t 値 判定

定数項 4.101 0.046 89.18 **

主要街路ダミー 0.117 0.009 12.93 **

築年数 -0.001 0 -2.63 *

基準階床面積（sf） 4.748E-06 0 8.06 **

募集階数 0.005 0.001 5.15 **

募集時期ダミー（97年） -1.209 0.034 -35.59 **

募集時期ダミー（98年） -1.105 0.036 -30.77 **

募集時期ダミー（99年） -0.916 0.035 -26.28 **

募集時期ダミー（00年） -0.615 0.033 -18.38 **

募集時期ダミー（01年） -0.641 0.029 -22.21 **

募集時期ダミー（02年） -0.752 0.026 -28.61 **

募集時期ダミー（03年） -0.873 0.026 -34.13 **

募集時期ダミー（04年） -0.83 0.028 -29.94 **

募集時期ダミー（05年） -0.776 0.027 -28.71 **

募集時期ダミー（06年） -0.662 0.028 -23.73 **

募集時期ダミー（07年） -0.419 0.026 -16.00 **

募集時期ダミー（08年） -0.321 0.029 -11.16 **

募集時期ダミー（09年） -0.55 0.027 -20.04 **

募集時期ダミー（10年） -0.592 0.025 -23.31 **

募集時期ダミー（11年） -0.522 0.026 -19.93 **

募集時期ダミー（12年） -0.412 0.027 -15.16 **

募集時期ダミー（13年） -0.248 0.028 -8.83 **

募集時期ダミー（14年） -0.149 0.027 -5.55 **

募集時期ダミー（15年） -0.067 0.026 -2.56 **

BIDダミー 0.014 0.013 1.12 *

判定は**が5%有意水準、*が10%有意水準を示している
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図9 オフィス賃料関数の偏回帰係数（2016年取引の場合） 

 

ている。物件平均値（主要街路の接道有、築年数104年、基準

床面積10,604sf、募集階数8階）を用いて、2016年の募集賃料

を比較すると、BID外は$67.0/sfに対してBID内は$67.9/sfであ

ったことから、BID内は$0.9/sf高い傾向にある。これを年間負

担金（$0.1/sf）と比較すると、約9倍に相当する水準であり、

負担金を大きく上回る効果を生み出しているといえる。 

 

4-2 店舗 

次に店舗であるが、BID創設前後20年間において、地区内外

では 161 件の賃貸取引が行われていた。前述と同様に説明変数

間の相関係数を算出し、説明変数を取捨選択して説明力が最も

高くなる関数形でモデルの推計を実施した。その結果が表 5 で

ある。被説明変数には、募集年間賃料の対数値とし、説明変数に 

 

表5 店舗賃料関数の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は主要街路ダミー、建物延床面積、募集階数、募集時期ダミー、

BIDダミーとした。このモデルの修正済み決定係数は0.666と高

く、説明変数における偏回帰係数の符号条件は当初想定どおり

であり、かつ統計的に有意であった。図10に示した各説明変数

の偏回帰係数をみると、BID ダミーの偏回帰係数は 0.007 であ

り、これはBID内の賃料は地区外よりも0.7％高いことを示して

いる。物件平均値を用いて2016年の募集賃料単価を比較すると、

BID外は$146.5/sfに対してBID内は$147.5/sfであることから、

BID 内は$1.0/sf 高い傾向にある。これを年間負担金と比較する

と、約10倍に相当する水準であり、負担金を大きく上回る効果

を生み出しているといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図10 店舗賃料関数の偏回帰係数（2016年取引の場合） 

 

4-3 賃貸住宅 

最後に賃貸住宅であるが、BID創設後10年間において、地区

内外では5,946件の賃貸取引が行われていた。前述と同様に説明

変数間の相関係数を算出し、説明変数を取捨選択して説明力が

最も高くなる関数形でモデルの推計を実施した。その結果が表

6である。 

 

表6 住宅賃料関数の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

修正済決定係数 0.904

偏回帰係数 標準誤差 t 値 判定

定数項 7.699 0.01 793.52 **

ﾏﾃﾞｨｿﾝﾊﾟｰｸ距離 -0.626 0.028 -22.47 **

建物延床面積 3.145E-07 0 22.79 **

募集階数 0.004 0 28.94 **

ベッドルーム数 0.052 0.004 13.36 **

バスルーム数 0.045 0.006 7.28 **

住戸面積 0.001 0 58.42 **

募集時期ダミー（06年） -0.362 0.086 -4.20 **

募集時期ダミー（07年） -0.234 0.061 -3.84 **

募集時期ダミー（08年） -0.168 0.035 -4.76 **

募集時期ダミー（09年） -0.319 0.014 -23.53 **

募集時期ダミー（10年） -0.232 0.012 -19.46 **

募集時期ダミー（11年） -0.162 0.009 -17.19 **

募集時期ダミー（12年） -0.11 0.007 -16.04 **

募集時期ダミー（13年） -0.143 0.004 -33.75 **

募集時期ダミー（14年） -0.065 0.004 -15.33 **

募集時期ダミー（15年） 0.023 0.005 5.04 **

BIDダミー 0.074 0.004 12.49 **

判定は**が5%有意水準、*が10%有意水準を示している

修正済決定係数 0.666

偏回帰係数 標準誤差 t 値 判定

定数項 4.978 0.132 37.69 **

主要街路ダミー 0.385 0.078 4.92 **

建物延床面積（sf） 6.36E-07 0 2.72 **

募集階数 -0.376 0.034 -11.03 **

募集時期ダミー（97年） -1.365 0.281 -4.86 **

募集時期ダミー（98年） -1.096 0.468 -2.34 **

募集時期ダミー（99年） -0.496 0.29 -1.71 **

募集時期ダミー（00年） -1.453 0.468 -3.11 **

募集時期ダミー（01年） -0.199 0.285 -0.70 **

募集時期ダミー（02年） -0.925 0.284 -3.25 **

募集時期ダミー（03年） -0.485 0.341 -1.42 **

募集時期ダミー（04年） -0.325 0.214 -1.52 **

募集時期ダミー（05年） -0.041 0.338 -0.12 **

募集時期ダミー（06年） -0.543 0.207 -2.62 **

募集時期ダミー（07年） -0.257 0.284 -0.91 **

募集時期ダミー（08年） -0.456 0.187 -2.43 **

募集時期ダミー（09年） -0.366 0.186 -1.97 **

募集時期ダミー（10年） -0.521 0.157 -3.33 **

募集時期ダミー（11年） -0.31 0.162 -1.92 **

募集時期ダミー（12年） 0.158 0.166 0.95 **

募集時期ダミー（13年） -0.514 0.17 -3.02 **

募集時期ダミー（14年） 0.122 0.146 0.84 **

募集時期ダミー（15年） 0.227 0.172 1.32 **

BIDダミー 0.007 0.087 0.08 *

判定は**が5%有意水準、*が10%有意水準を示している

主要街路

ダミー
築年数

基準階

床面積

募集

階数
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ダミー

BID

ダミー
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ダミー

建物

延床面積

募集

階数
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BID
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被説明変数には、募集月額賃料の対数値とし、説明変数にはマ

ディソンスクエアまでの距離、建物床面積、募集階数、ベットル

ーム数、バス数、住戸面積、募集時期ダミー、BID ダミーとし

た。このモデルの修正済み決定係数は0.904と非常に高く、説明

変数における偏回帰係数の符号条件は当初想定どおりであり、

かつ統計的に有意であった。図11に示した各説明変数の偏回帰

係数をみると、BIDダミーの偏回帰係数は0.074であり、これは

BID内の賃料は地区外よりも7.4％高いことを示している。物件

平均値を用いて2016年の募集月額賃料を比較すると、BID外は

$3,049/unitに対してBID内は$3,283/unitであることから、BID内

は$234高い傾向にある。賃貸住宅の年間負担金は1棟あたり$0.1

であるが、BID 内の賃料増加分はこの負担を大きく上回るもの

であり、賃貸住宅がオフィスや店舗よりもBIDによるエリアマ

ネジメント活動による影響を大きく受けているいえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図11 住宅賃料関数の偏回帰係数（2016年取引の場合） 

 

 

5. まとめ 

本分析では、BID内外の商業不動産の賃料を比較することで、

BID 内の賃料増加分が負担金を上回っているか否かを検証した。

平均賃料の推移を比較したところ、各年で取引されるオフィス

の立地属性や物件属性が異なることから、地区内外に明確な賃

料差はみられなかった。また、類似の立地属性や物件属性を有

したグループの平均賃料の推移をみても、各年の募集階数や募

集面積の構成が異なることから、地区内外に明確な賃料差はみ

られなかった。そこで本調査では、各取引の立地属性、物件属

性、取引属性を考慮してヘドニック・アプローチを用いた。この

分析の結果、全ての用途においてBID内の賃料はBID外よりも

高い傾向が示され、オフィスでは1.4%、店舗では0.7%高い結果

となった。これは年間$0.1/sf の負担金を大きく超える水準であ

ることから、現在の負担金水準は妥当であり、増加余地もある

といえる。一方、賃貸住宅は負担金が 1 棟あたり$0.1 と極めて

少額であるにも関わらず、賃料増加分はBID外よりも7.4％と他

の用途と比較しても非常に高い結果となった。これは、オフィ

スや店舗の一般的な賃貸借の契約期間が 15 年間であるのに対

して、住宅の契約期間は 2 年間が一般的であるため、エリアマ

ネジメント活動の効果が契約更新ごとに顕在化されることで、

賃料差が他の用途と比べて大きくなっているものと考えられる。

今後、オフィスや店舗と比較して、大きな便益を受けている賃

貸住宅への負担金の増加が大きな論点となるものと思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図12 平均的物件における募集賃料推計値(2016年)の比較 
 

【注釈】 

(1) CoStar Group, Inc.のデータを基に収集・整理して作成した。 

(2) 参考文献3)によると、2016年度の中規模BIDの年間負担金は平均

$0.26/sf（$0.1～0.68/sf）の水準にある。 
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